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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第16期 

第１四半期連結 
累計期間 

第17期 
第１四半期連結 

累計期間 
第16期 

会計期間 

自平成26年 
 ７月１日 
至平成26年 
 ９月30日 

自平成27年 
 ７月１日 
至平成27年 
 ９月30日 

自平成26年 
 ７月１日 
至平成27年 
 ６月30日 

売上高 （千円） 347,059 436,932 1,498,205 

経常利益 （千円） 44,717 56,461 183,132 

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益 
（千円） 32,553 49,778 140,521 

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 20,399 84,114 216,021 

純資産額 （千円） 616,537 1,049,613 987,998 

総資産額 （千円） 1,312,163 2,434,024 2,189,860 

１株当たり四半期（当期）純利益

金額 
（円） 1.55 2.21 6.38 

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額 
（円） － － － 

自己資本比率 （％） 47.0 43.1 45.1 

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しているため、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第16期第１四半期連結累計期間、第16期連結会計年度及び第17期第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後

１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日）等を適用し、当第１四半期連結

累計期間より、「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としておりま

す。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間における、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

 

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

 

(1) 業績の状況

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、米雇用統計において非農業部門の雇用者数が増加し市場予想

を大幅に上回るなど、米国の景気回復が鮮明となり、欧州でも持ち直しの動きが見られました。米国ＦＲＢ利上げ観

測の高まり、新興国通貨安懸念の再燃、中国を中心とした新興国経済の成長鈍化、地政学的経済不安を払拭できない

情勢が続いております。一方で、日本経済は、円安を追い風とした企業業績の改善等、緩やかな景気の回復傾向にあ

ります。

 不動産業界においては、大手チェーン店の大型スクラップが一巡し、例年並みの撤退数と例年並みの出店数が見ら

れ、当社の事業環境は改善傾向にあります。

 このような環境下、当社グループにおきましては、ストック収入型の売上拡大を推し進め、安定した収益力の強化

に努めてまいりました。

 

 以上の結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高436,932千円（前年同期比25.9％の増加）、営業利益

57,404千円（前年同期比25.4％の増加）、経常利益56,461千円（前年同期比26.3％の増加）、親会社株主に帰属する

四半期純利益は49,778千円（前年同期比52.9％の増加）となりました。

 

(2)資産、負債及び純資産の状況

（資産）

 当第１四半期連結会計期間末における流動資産は368,472千円となり前連結会計年度末に比べ9,012千円減少いた

しました。これは現金及び預金の減少28,690千円が売掛金の増加21,568千円を上回ったことによるものでありま

す。固定資産は2,065,551千円となり、前連結会計年度末に比べ253,176千円増加いたしました。これは主に事業用

不動産の購入による土地の増加172,998千円等によるものであります。

 この結果、総資産は2,434,024千円となり、前連結会計年度末に比べ244,163千円増加いたしました。

（負債）

 当第１四半期連結会計期間末における流動負債は473,663千円となり、前連結会計年度末に比べ48,050千円増加

いたしました。これは主にサブリース案件の初期投資用に行った借入による短期借入金の増加31,000千円及び１年

内返済予定長期借入金の増加14,280千円によるものであります。固定負債は910,746千円となり、前連結会計年度

末に比べ134,498千円増加いたしました。これは主にサブリース案件の初期投資用に行った借入による長期借入金

の増加81,973千円及びサブリース案件の預り敷金発生による長期預り保証金の増加44,779千円によるものでありま

す。

 この結果、負債合計は1,384,410千円となり、前連結会計年度末に比べ182,548千円増加いたしました。

（純資産）

 当第１四半期連結会計期間末における純資産は1,049,613千円となり、前連結会計年度末に比べ61,614千円増加

いたしました。これは主に親会社株主に帰属する四半期純利益の計上49,778千円によるものであります。

 

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(4) 研究開発活動

 該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 86,480,000

計 86,480,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）
（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 22,500,000 22,500,000
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数 

 100株 

計 22,500,000 22,500,000 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

   該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成27年７月１日～

平成27年９月30日
－ 22,500,000 － 991,100 2,250 2,250

（注）資本準備金の増加額は、資本剰余金を原資とする剰余金の配当に伴う積立てによる増加であります。

 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記

載することができないことから、直前の基準日（平成27年６月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）  ― ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式22,499,300 224,993 ―

単元未満株式 普通株式    700 ― ―

発行済株式総数 22,500,000 ― ―

総株主の議決権 ― 224,993 ―

（注）１.「完全議決権株式（その他）」の欄には、㈱証券保管振替機構名義の株式が1,500株含まれております。

     なお「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数15個が含まれております。

 

②【自己株式等】

    該当事項はありません。 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。 
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年６月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

資産の部    

流動資産    

現金及び預金 152,355 123,664 

売掛金 104,640 126,209 

その他 120,488 118,598 

流動資産合計 377,485 368,472 

固定資産    

有形固定資産    

建物 610,001 650,923 

減価償却累計額 △130,594 △139,663 

建物（純額） 479,407 511,259 

車両運搬具 2,379 2,379 

減価償却累計額 △991 △1,288 

車両運搬具（純額） 1,388 1,090 

工具、器具及び備品 212,512 224,636 

減価償却累計額 △180,715 △182,818 

工具、器具及び備品（純額） 31,796 41,818 

土地 227,897 400,896 

リース資産 44,282 44,282 

減価償却累計額 △8,878 △9,232 

リース資産（純額） 35,403 35,050 

建設仮勘定 33,000 － 

有形固定資産合計 808,893 990,114 

無形固定資産    

ソフトウエア 2,612 2,295 

その他 2,342 2,342 

無形固定資産合計 4,955 4,637 

投資その他の資産    

投資有価証券 329,767 380,507 

長期貸付金 120,324 107,454 

長期前払費用 26,227 25,405 

敷金及び保証金 465,946 499,070 

保険積立金 27,912 27,912 

会員権 27,549 27,549 

その他 10,799 12,899 

貸倒引当金 △10,000 △10,000 

投資その他の資産合計 998,525 1,070,798 

固定資産合計 1,812,375 2,065,551 

資産合計 2,189,860 2,434,024 
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    （単位：千円） 

 
前連結会計年度 

(平成27年６月30日) 
当第１四半期連結会計期間 

(平成27年９月30日) 

負債の部    

流動負債    

買掛金 19,995 20,950 

短期借入金 219,000 250,000 

1年内返済予定の長期借入金 14,988 29,268 

リース債務 6,626 6,626 

未払金 33,510 48,703 

未払法人税等 31,035 9,426 

その他 100,457 108,688 

流動負債合計 425,613 473,663 

固定負債    

長期借入金 55,182 137,155 

リース債務 30,665 29,020 

繰延税金負債 20,996 37,400 

長期預り保証金 620,178 664,958 

その他 49,226 42,212 

固定負債合計 776,248 910,746 

負債合計 1,201,861 1,384,410 

純資産の部    

株主資本    

資本金 991,100 991,100 

資本剰余金 346,574 121,290 

利益剰余金 △392,081 △139,518 

株主資本合計 945,592 972,871 

その他の包括利益累計額    

その他有価証券評価差額金 42,405 76,741 

その他の包括利益累計額合計 42,405 76,741 

純資産合計 987,998 1,049,613 

負債純資産合計 2,189,860 2,434,024 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年７月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年７月１日 
 至 平成27年９月30日) 

売上高 347,059 436,932 

売上原価 215,065 275,791 

売上総利益 131,994 161,140 

販売費及び一般管理費    

役員報酬 16,860 19,860 

給料 11,971 12,067 

法定福利費 2,290 2,483 

求人費 534 1,440 

減価償却費 4,565 4,127 

地代家賃 3,260 3,385 

広告宣伝費 82 5,038 

通信費 1,968 2,789 

旅費及び交通費 2,944 1,186 

支払手数料 13,583 13,298 

顧問料 3,017 3,940 

業務委託費 1,531 4,336 

その他 23,603 29,783 

販売費及び一般管理費合計 86,214 103,736 

営業利益 45,779 57,404 

営業外収益    

受取利息 67 897 

その他 81 302 

営業外収益合計 148 1,200 

営業外費用    

支払利息 519 2,143 

その他 691 － 

営業外費用合計 1,210 2,143 

経常利益 44,717 56,461 

特別利益    

投資有価証券売却益 828 － 

受取和解金 － 1,236 

特別利益合計 828 1,236 

特別損失    

関係会社株式売却損 8,897 － 

特別損失合計 8,897 － 

税金等調整前四半期純利益 36,648 57,697 

法人税、住民税及び事業税 4,094 7,918 

法人税等合計 4,094 7,918 

四半期純利益 32,553 49,778 

親会社株主に帰属する四半期純利益 32,553 49,778 
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

    （単位：千円） 

 
前第１四半期連結累計期間 
(自 平成26年７月１日 

 至 平成26年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成27年７月１日 
 至 平成27年９月30日) 

四半期純利益 32,553 49,778 

その他の包括利益    

その他有価証券評価差額金 △12,154 34,336 

その他の包括利益合計 △12,154 34,336 

四半期包括利益 20,399 84,114 

（内訳）    

親会社株主に係る四半期包括利益 20,399 84,114 
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

１．連結の範囲の重要な変更

 該当事項はありません。

 

（会計方針の変更）

 （企業結合に関する会計基準等の適用）

 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を当第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持

分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上

する方法に変更しております。また、当第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定

的な会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務

諸表に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株

主持分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第１四半期連結累計期間及び前連

結会計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。 

 企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58-２項（4）、連結会計基準第44-５項（4）及び事

業分離等会計基準第57-４項（4）に定める経過的な取扱いに従っており、当第１四半期連結会計期間の期首時点か

ら将来にわたって適用しております。

 これによる四半期連結財務諸表に与える影響はありません。

 

（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更）

 （有形固定資産の減価償却方法の変更）

 当社グループは、有形固定資産の減価償却方法について、従来、主として定率法を採用しておりましたが、当第

１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。 

 この変更は、サブリース契約における１棟当たりの投資額が集中的に発生し、また、新たに賃貸用収益物件であ

る事業用ビルを取得したことを契機に有形固定資産の使用状況等を検討したところ、減価償却費の重要性が今後高

まること、また、サブリース事業及び賃貸用収益物件において契約期間にわたって一定の収入が得られる反面、定

率法により算定される減価償却費は使用開始当初の負担が大きく、以降逓減していくため、損益が年次により偏る

結果となることから、より適正な期間損益の把握を目的に行われたものであります。

 この変更に伴い、従来と同様の方法によった場合に比べ、減価償却費が4,356千円減少し、営業利益、経常利益

及び税金等調整前四半期純利益が同額増加しております。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。

 

 前第１四半期連結累計期間

（自 平成26年７月１日

  至 平成26年９月30日）

 当第１四半期連結累計期間

（自 平成27年７月１日

  至 平成27年９月30日）

 減価償却費 10,273千円 12,567千円

 

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）

配当に関する事項

 該当事項はありません。

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日） 

配当に関する事項

決議
株式の

種類

配当金

の総額

（千円）

1株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年９月29日

定時株主総会 
普通株式 22,500 1.0 平成27年６月30日

平成27年９月30

日
資本剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間（自 平成26年７月１日 至 平成26年９月30日）及び

当第１四半期連結累計期間（自 平成27年７月１日 至 平成27年９月30日）

 当社グループは、不動産ソリューション事業を行う単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
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（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成26年７月１日
至 平成26年９月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成27年７月１日
至 平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 1円55銭 2円21銭

（算定上の基礎）    

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千円） 32,553 49,778

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（千円）
32,553 49,778

普通株式の期中平均株式数（千株） 20,997 22,500

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株式

で、前連結会計年度末から重要な変動があったものの

概要

－ －

（注）前第１四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため

記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

 該当事項はありません。

 

 

２【その他】

 該当事項はありません。

 

- 12 -



第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成27年11月13日

株式会社エリアクエスト 

取締役会 御中 
 

三優監査法人 

 

 
代 表 社 員
業務執行社員

  公認会計士 杉田  純   ㊞ 

 

  業務執行社員  公認会計士 川村 啓文   ㊞ 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エリア

クエストの平成27年７月１日から平成28年６月30日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年７月１日か

ら平成27年９月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年７月１日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
 
監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エリアクエスト及び連結子会社の平成27年９月30日現在の財

政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。 
 
強調事項 

 会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、会社及び連結子会社は、従

来、有形固定資産の減価償却方法について定率法を採用していたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更してい

る。 

 当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。 
 
利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上

 （注） １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】
 

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 平成27年11月13日

【会社名】 株式会社エリアクエスト

【英訳名】 Area Quest Inc.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 清原 雅人

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 新宿アイランドタワー７階

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

 当社代表取締役社長 清原 雅人は、当社の第17期第１四半期（自平成27年７月１日 至平成27年９月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認しました。

 

２【特記事項】

 特記すべき事項はありません。

 


